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見直す予定の事業

持続可能な財政運営プラン
　今月号は、平成19年度予算編成にあたって見直す

予定の事業や持続可能な財政運営プランの取り組み

結果についてお知らせします。

　先月号では、厳しい財政状況の中、継続的・安定的に

各種サービスを行うことができるよう、各種制度を、

近隣の自治体と比較しながら、見直しを検討している

ことをお知らせしました。平成19年度当初予算編成に

あたって、表1のとおり各種制度の見直し案をまとめ

ました。見直し案は、各種制度を広島県の基準にあわ

せることや近隣の自治体と比較して同程度の水準と

なるよう見直し、市民の皆さんへの影響が最小限に抑

えられるようにまとめました。

　これまで「市の台所事情」でお知らせしてきました「持

続可能な財政運営プラン」については、平成19年度当

初予算編成に向けて、歳入5千万円の増額、歳出10.6億

円の削減という目標を設けて取り組んできましたが、

その効果額は約10.7億円（達成率96.7%）となりました。

その内訳は表2のとおりです。

　なお、今回お知らせする内容については、3月市議会

で平成19年度予算案が審議され、議決を得る必要があ

りますので最終確定ではありません。議決後は新年度

予算として広報5月号でお知らせする予定です。

　一日も早く財政の健全化を図り、"げんき"と"やす

らぎ"のさとやま文化都市を目指し、魅力あるまちづ

くりに取り組んでいきますので、ご理解とご協力をお

願いします。
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平成19年4月1日から福祉医療制度が変わります
保健医療課医療係　鈎0824―73―1155

■助成対象年齢を拡大します。
　これまでの0歳児から6歳児（小学校就学前）までを9歳児（小学3年生）ま

で拡大し、通院・入院ともに助成します。

■一部自己負担金が必要になります。
　1医療機関につき1日250円を窓口で支払っていただくことになります。

（250円に満たないときは、その額が支払い額となります。）

①通院の場合／一部自己負担金は月4日まで（5日目以降の支払いは不要）

②入院の場合／一部自己負担金は月14日まで（15日目以降の支払いは不要）

■資格要件として、所得制限を設けます。
　現在の制度は所得制限がありませんでしたが、平成19年4月1日からは

児童手当と同様の所得制限を新たに設けます。

　現在、乳幼児等医療、重度障害者医療およびひとり親家庭医療費受給者が継続して15日以上入院し、食事代の負

担がある場合、療養援護金として1カ月当り1万円が支給されていましたが、平成19年4月申請分からは1カ月当り

5千円、平成20年4月申請分からは3千円となり、平成21年3月申請分で療養援護金が廃止となります。

　療養援護金を請求する場合は、入院期間・支払明細の確認ができる書類（領収書など）、印鑑、受給者証、通帳（郵

便局以外）を持参のうえ保健医療課または最寄りの各支所へお越しください。

（注）入院日数が15日に満たない場合は、その月の療養援護金は支給されません。また、国・地方公共団体からの医療に関する給付により

自己負担が生じていない人や乳幼児等医療費の支給対象となる小学生、障害児施設医療費の支給対象となる人には支給されません｡

※食事代を医療機関に支払った日、または退院後速やかに申請を行ってください。申請日によって金額が少なくな

る場合や請求できない場合があります。

扶養親族数別所得制限限度額(参考)

扶　養
親族数

本則給付
（国民年金）

特例給付
（厚生年金等）

0人

1人

2人

3人

4人

5人

460万円

498万円

536万円

574万円

612万円

650万円

532万円

570万円

608万円

646万円

684万円

722万円

※老人扶養親族がある場合には、1人につき
　6万円を加算します

■一部自己負担金が必要になります。（1医療機関につき1日100円)（支払限度日数は乳幼児医療費と同様です）

■一部自己負担金が必要になります。（1医療機関につき1日250円)（支払限度日数は乳幼児医療費と同様です）

一部負担金の支払いが必要なもの

区　　分 その他一部負担金額【支払限度日数】

保険医療機関 1日250円【入院月14日まで･通院月4日まで】（100円）

旧総合病院に

おける同一日の

複数診療科受診

医科診療で1日250円

【入院月14日まで・通院月4日まで】(100円)

歯科診療で1日250円

【入院月14日まで・通院月4日まで】(100円)

訪問看護

柔道整復・はり・灸

あん摩・マッサージ

訪問看護事業者ごとに1日250円【月4日まで】(100円)

施術所ごとに1日250円(100円)

かかった医療費の2割ま

たは3割が250円(100円)

に満たないときはその額

が支払額

※（　）は重度心身障害者医療費です。

　平成20年8月1日から、一部負担金は1日500円(200円)になります。

（注）院外処方の場合における保険薬局での一部負担金および治療用装具代に関する一部負担金はありません。

療養援護金変更（廃止）のお知らせ

時系列一覧
～H19.3申請分

10,000円

	 H20.4～H21.3申請分

3,000円

H21.4～申請分

廃止

H19.4～H20.3申請分

5,000円

乳幼児等医療費助成

重度心身障害者医療費助成

ひとり親家庭等医療費助成

■歳入の確保

項　目 主な取組内容 H19プラン
目標額

H19当初
効果額

市税

分担金･負担金

使用料

手数料

県支出金

財産収入

諸収入

市税滞納分の徴収強化

放課後児童クラブ利用者負担金の見直し

生活交通運賃の見直し

屋外広告物手数料などの増収

県補助制度の活用による補助金

普通財産の処分や貸付による収入

各種基金の運用による利子収入等

市有財産への広告掲載による広告料収入

37,540

2,344

2,600

2,297

582

5,138

2,180

－

9,200

2,506

2,189

1,034

582

12,222

1,621

120

歳　入　計　（Ａ） 52,681 29,474

（単位：千円）■歳出の削減

項　目 主な取組内容 H19プラン
目標額

H19当初
効果額

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

補助金

繰出金

委員報酬や嘱託員報酬などの削減

定員の適正化などによる抑制

各種業務委託料の削減や施設の管理形態の見直しなど

事業費の圧縮など

制度の見直し

各種負担金の見直し、削減など

見直しによる削減

特別会計の事務事業の見直しや縮減

▲6,978

▲423,830

▲374,527

▲1,178

▲16,842

▲18,631

▲143,118

▲69,213

▲1,054,317

▲6,862

▲445,395

▲348,052

▲9,237

12,717

▲20,423

▲167,845

▲55,724

▲1,040,821歳　出　計　（Ｂ）

（単位：千円）

（表2）「持続可能な財政運営プラン」取組結果

平成19年度に見直しを予定している事業

放課後児童クラブ
保護者負担金

療養援護
事業（※1）

老人健康診断
（人間ドック）
個人負担金（※2）

予防接種
（インフルエンザ）
個人負担金65歳以上

軽度生活援助事業
重度心身障害者

在宅介護手当交付事業

2,000円/月
放課後～最長18：30

3,000円/月
放課後～最長18：30

10,000円/月
国　　保　6,000円
国保以外　9,400円

1,000円
市民税非課税
世帯は500円

対象者：概ね65歳以上の高齢者世帯
制度の概要：
①食事、食材の確保②寝具類の洗濯③家屋
内外の整理・清掃④外出支援⑤その他
■自己負担額
月額5,000円までの利用の場合、1割を自己
負担、5,000円超過分については、自己負担

■対象者：
5～65歳未満であって、一定基準
の障害程度に該当する方
■手当額：10,000円/月

（一部手当受給者の場合、手当額
5,000円/月）

■対象者：
5～18歳未満であって、一定基準
の障害程度に該当する方、または
18～65歳未満であって、自立支援
法の障害程度区分で著しく重度の
障害程度区分に該当する方
■手当額：4,000円/月

（一部手当受給者の場合、対象外）

平成19年度
5,000円/月
平成20年度
3,000円/月
平成21年度～
廃止
県制度の変更
による

国　　保  9,000円～
国保以外 14,000円～

1,200円
市民税非課税
世帯は
600円

事業廃止

三次市
4,000円/月
安芸高田市
3,000円/月

三次市・
安芸高田市も
同様

三次市
国　　保   9,000円
国保以外 15,000円
安芸高田市
国　　保 12,000円
国保以外 20,000円

三次市
1,000円
安芸高田市
1,000円～

三次市　　　制度なし
安芸高田市　制度なし

※1　療養援護事業　重度心身障害者医療、乳幼児医療、ひとり親家庭等医療受給者が継続して15日以上入院し、食事代を負担している場合に、金銭を助成する事業
※2　市内の病院で受診した場合の個人負担金

現
　
　
行

平
成
19
年
度
見
直
し
案

備
　
　
考

三次市2割負担、安芸高田市1割負担
※事業の見直しを検討中

（表1）




